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1. 平成29年9月期の連結業績（平成28年10月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年9月期 22,242 8.5 1,634 48.8 1,735 18.6 1,328 52.9

28年9月期 20,491 2.8 1,098 △14.5 1,463 6.6 868 30.9

（注）包括利益 29年9月期　　1,656百万円 （106.6％） 28年9月期　　802百万円 （△6.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年9月期 70.20 ― 11.1 8.7 7.3

28年9月期 45.31 ― 7.8 7.6 5.4

（参考） 持分法投資損益 29年9月期 ―百万円 28年9月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年9月期 20,401 12,775 62.6 674.96

28年9月期 19,565 11,196 57.2 593.16

（参考） 自己資本 29年9月期 12,775百万円 28年9月期 11,196百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年9月期 1,594 △353 △1,767 1,063

28年9月期 △1,623 △390 1,019 1,589

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年9月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 94 10.9 0.9

29年9月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 94 7.1 0.8

30年3月期(予想) ― ― ― 2.50 2.50 ―



3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年10月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,600 △3.5 940 △17.9 1,000 △16.3 600 △25.8 31.70

当社は、平成29年12月20日開催予定の第58回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されることを条件として、平成30年度より決算期を9月30日から3月
31日に変更することを予定しています。

従いまして、平成30年3月期は6ヶ月間となるため、通期の対前期増減率は平成29年9月期第2四半期（累計）と比較しております。

【ご参考】決算期が従前どおり（平成29年10月1日～平成30年9月30日）の場合の連結業績予想は以下のとおりです。

　売上高　　　　　　　営業利益　　　 　経常利益　　　　　親会社株主に帰属する当期純利益　　 （単位：百万円）

　20,500　△7.8%　　 1,600　△2.1%　　1,640　△5.5%　　 980　△26.2%　　　　　　　　　　　　　　　　　（%表示は対前期増減率）

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年9月期 21,103,514 株 28年9月期 21,103,514 株

② 期末自己株式数 29年9月期 2,176,154 株 28年9月期 2,227,677 株

③ 期中平均株式数 29年9月期 18,921,098 株 28年9月期 19,176,029 株

（参考）個別業績の概要

平成29年9月期の個別業績（平成28年10月1日～平成29年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年9月期 19,631 16.0 1,408 31.3 1,633 19.6 1,286 63.9

28年9月期 16,926 △9.1 1,072 △8.1 1,365 △1.0 785 10.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年9月期 68.00 ―

28年9月期 40.94 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年9月期 19,327 12,174 63.0 643.23

28年9月期 17,196 10,686 62.1 566.13

（参考） 自己資本 29年9月期 12,174百万円 28年9月期 10,686百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の業績予想は、当社が本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる
結果となる可能性があります。業績予想に関する事項につきましては、添付資料4ページ「1.経営成績等の概況（4）今後の見通し」をご参照願います。
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１．経営成績等の概況 
（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度における我が国経済は、外部環境として、海外において、欧州経済

では製造業中心に受注が拡大し、雇用も改善して堅調な景気回復が維持されており、

欧州中央銀行は緩和策からの脱却への方向付けを示している。また、米国経済でも企

業業況は底堅く、新規受注、生産、雇用も好調な状況となっており、連邦公開市場委

員会での資産縮小とともに、2015 年 12 月の 9 年半ぶりの政策金利引き上げ以降、年

内には 5 回目の引き上げが視野に入っているのが現状です。 
しかしながら、北朝鮮情勢、イスラム勢力動向を始めとする世界動向の先行きが見

えない状況に加え、産油国の減産合意、米国でのシェールオイル生産状況等を背景と

した原油価格の動向、中国経済を始めとする新興国経済の減速地合いが引き続いてお

り、大いに不透明な状況は変わっておりません。 
一方、国内経済は、衆議院総選挙にて与党信任を得た中で、政府の経済政策の一層

の継続と日銀の異次元の金融政策が継続される見込みながら、景気回復が着実に進展

し、個人消費の拡大にまで浸透しているとは言えず、また、原油価格の動向や為替動

向等にも先行き不透明な状況が続いております。 
当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、企業での設備投資意

欲に増加傾向は見られてきてはいるものの、当地区においては、総じて景気回復を実

感できる状況には無く、民間設備投資は、先行きを見通すと慎重な姿勢が大勢を占め、

合わせて価格競争も依然として激しい状況で推移しております。 
このような環境のもと、地域密着型の堅実経営を目指し、BIM・CIM・VR を用いた

提案型営業の積極的な展開により、医療介護・マンション・流通・食品関連・水力発

電設備及び道路・河川建設工事など公共工事等の受注に注力いたしました。 
また、顧客ニーズに対応するべく開発したハイグレードな自由設計住宅フレック、

サービス付き高齢者向け住宅クラスケア、メゾネット型賃貸住宅メゾーネ等の受注に

注力いたしました。 
利益面においては、販売費及び一般管理費の効果に見合った支出を念頭に一層の削

減に努めながら、IE を主とした KAIZEN 活動の全社展開による原価の削減に引き続き

取り組んだ結果、受注高は前期に比べ減少となったものの、売上は前期に比べ増加、

営業利益、経常利益、当期純利益についても前期に比べ増益となり、厳しい環境では

ありますが、業況は堅調に推移しております。なお、特別利益が計上されている大き

な要因は、永年の懸案だった長野県建設業厚生年金基金の解散手続き完了に伴い、引

当金の戻入益が発生したものです。 
当連結会計年度の業績は受注高（開発事業等を含む）220 億 54 百万円（前年対比

91.0％）、売上高 222 億 42 百万円（前年対比 108.5％）、営業利益 16 億 34 百万円（前

年対比 148.8％）、経常利益 17 億 35 百万円（前年対比 118.6％）、親会社株主に帰属す

る当期純利益 13 億 28 百万円（前年対比 152.9％）となりました。 
 
事業部の種類別セグメントの実績は次のとおりであります。 
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（建設事業） 
建設事業につきましては、受注高 173 億 26 百万円（前年対比 93.2％）、売上高 173

億 30 百万円（前年対比 117.7％）、営業利益 15 億 30 百万円となりました。 
（エンジニアリング事業） 

エンジニアリング事業につきましては、ダム関連工事、合成床版、大型精密製缶工

事、水力発電設備工事等により、受注高 18 億 41 百万円（前年対比 98.8％）、売上高

20 億 25 百万円（前年対比 102.2％）、営業利益 2 億 33 百万円となりました。 
（開発事業等） 

開発事業等につきましては、首都圏等でのマンション分譲事業等により、売上高 29
億 16 百万円（前年対比 76.6％）、営業利益 2 億 49 百万円となりました。 

 
（２）当期の財政状態の概況 
（資産の部） 

流動資産は完成工事未収入金・未収入金・未成工事支出金などの増加の一方、現預

金・開発事業等支出金などの減少により流動資産は 4 億 29 百万円増加して 145 億 24
百万円、固定資産は長期繰延税金資産などの減少はあったものの、車輛など有形固定

資産・ソフトウェア仮勘定など無形固定資産の増加に加え、投資有価証券などの増加

により 4 億 5 百万円増加して 58 億 77 百万円になりました。資産合計では 8 億 35 百

万円増加して 204 億 1 百万円となりました。 
 
（負債の部） 

流動負債は工事未払金・未払法人税等などの増加の一方、短期借入金などが減少し

た結果、1 億 80 百万円減少して 69 億 60 百万円となりました。固定負債は長期繰延税

金負債などの増加はあったものの、退職給付に係る負債などの減少により 5 億 62 百万

円減少し、負債合計は 76 億 26 百万円となりました。 
 

（純資産の部） 
純資産の残高は 127 億 75 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 15 億 78 百万円

増加しました。主な要因は、従業員持株会専用信託による自己株式勘定の減少に加え、

当期純利益確保による繰越利益剰余金、その他有価証券評価差額金、退職給付に係る

調整累計額などの増加によるものです。 
自己資本比率は 5.4 ポイント増加して 62.6％であります。 

 
（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 5 億 26 百万

円減少し、当連結会計年度末には 10 億 63 百万円になりました。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は 15 億 94 百万円となりました。主な要因は、退職給
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付に係る負債の減少 6 億 57 百万円、未成工事支出金の減少 2 億 43 百万円などによる

キャッシュ・フローの減少の一方、税金等調整前当期純利益の増加（前期比＋6 億 93
百万円）に加え、仕入債務の増加 4 億円や未成工事受入金の増加 1 億 4 百万円などに

よるキャッシュ・フローの増加によるものです。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金はマイナス 3 億 53 百万円となりました。主な要因は、

有形固定資産の取得による支出 3 億 41 百万円、無形固定資産の取得による支出 17 百

万円等によるものです。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は 17 億 67 百万円となりました。主な要因は、短期借

入金の返済 17 億円、配当金の支払額 94 百万円等によるものです。 
 
（４）今後の見通し 

今後の我が国経済見通しにつきましては、総選挙による与党信任を受け、成長戦略

の実効性が問われながらも現在の経済重視の政策と日銀の異次元の金融政策が引き続

き実施されると予想されながら、今後の見通しが依然不透明な状況は変わりません。

約 5 年前からの円安による原材料価格の高止まりや建設業界での技能工を中心とした

人手不足等の影響も勘案すると、企業での設備投資意欲に増加傾向はあるものの、今

後、一般企業等の設備投資への慎重な姿勢、公共工事の動向、個人消費の回復動向は、

引き続き懸念される状況であります。 
当社グループといたしましては、建築事業・土木事業・エンジニアリング事業・首

都圏にての開発事業等のバランスの取れた経営基盤を活かし、売上、収益確保を目指

します。 
特に当グループの主要事業であります建設事業は、現在展開中の医療介護・エネル

ギー事業等を中心に BIM・CIM・VR を用いた提案営業強化を図り、同業他社に比べ

優位にあります健在な財務体質を活用し、市場ニーズを的確に捉えた事業展開に取り

組んでまいります。 
平成 30 年 3 月期の業績予想といたしましては、決算期変更を踏まえ、連結売上高は

116 億円、営業利益 9 億 40 百万円、経常利益 10 億円、親会社株主に帰属する当期純

利益 6 億円を計画しております。 
ご参考として、決算期が従前どおり（平成 29 年 10 月 1 日～平成 30 年 9 月 30 日）

の場合の連結業績予想もあわせて以下のとおりお知らせいたします。 
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①平成 30 年 3 月期（平成 29 年 10 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日）の連結業績見通し 
（決算期変更の経過期間） 

  （単位：百万円） 
 売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に

帰属する当期

純利益 

1 株当り当期

純利益 

通期 11,600 940 1,000 600 31 円 70 銭

 
②（ご参考）平成 30 年 9 月期（平成 29 年 10 月 1 日～平成 30 年 9 月 30 日）の連結業

績見通し 
（決算期が従前どおりの場合） 

  （単位：百万円） 
 売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に

帰属する当期

純利益 

1 株当り当期

純利益 

通期 20,500 1,600 1,640 980 51 円 78 銭

 
（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につき

ましては日本基準を適用しております。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

 １．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月 28 日）を当連結

会計年度から適用しております。 

 

 ２．株主優待引当金 

制度導入後一定期間が経過し適切なデータの蓄積により、将来利用されると見込まれる金額を合理的に見積ること

が可能になったことに伴い、当連結会計年度より株主優待引当金を計上しております。この結果、当連結会計年度末

の連結貸借対照表における株主優待引当金は 85,646 千円となっており、営業利益、経常利益および税金等調整前当

期純利益がそれぞれ 85,646 千円減少しております。 

 

 ３．信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®) 

当社は、平成 25 年４月 12 日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのイ

ンセンティブの付与を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®)」(以下、「本プラン」とい

います。)の導入を決議いたしました。 

本プランは、「株式会社ヤマウラ従業員持株会」(以下、「持株会」といいます。)に加入するすべての従業員を対象

とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「株式会社ヤマウラ従業員持株会専用信託」(以

下、「従持信託」といいます。)を設定し、従持信託は、平成 25 年５月以降７年間にわたり持株会が取得すると見込ま

れる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われると

ともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産とし

て受益者適格要件を満たす者に分配されます。 

なお、当社持株会への売却により信託内に当社株式がなくなった場合には、信託期間の満了前に信託収益を受益者

に分配し信託が終了しますが、当連結会計年度に当社持株会への売却により当社株式がなくなったため信託が終了い

たしました。 

当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しており、当社と従持信託は一体であるとする

従来採用していた会計処理を継続して採用しておりました。 

また、この当社株式は、従持信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式として

計上し、1 株当たり情報の算定上は控除する自己株式に含めておりました。 

当連結会計年度に信託が終了したため、当連結会計年度の末日に信託に残存する当社株式はありません。 
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（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

当社は、本社に事業別の本部を置き、各本部は、取扱う事業について国内の包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。 

したがって、当社グループは、本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「建設事業」、「エンジニ

アリング事業」及び「開発事業等」の３つを報告セグメントとしております。 

「建設事業」は、建築工事・土木工事及びそれに付帯する開発事業、「エンジニアリング事業」は、橋梁・電気通

信・水圧鉄管工事等の設計及び施工、「開発事業等」は、自社開発等の不動産の売買、賃貸、斡旋等不動産に関

する事業を営んでおります。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年10月1日 至 平成28年9月30日）                 （単位：千円） 

 

報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額(注)２
建設事業 

エンジニアリ
ング事業 

開発事業等 計 

売上高 

外部顧客に対する売上高 

 

14,730,490

 

1,981,306

 

3,779,475

 

20,491,272

 

       ―

 

20,491,272

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 ― ― 30,163 30,163 △30,163 ―

計 14,730,490 1,981,306 3,809,638 20,521,435 △30,163 20,491,272

セグメント利益 950,190 162,587 13,196 1,125,974 △27,197 1,098,777

セグメント資産 5,115,871 1,498,830 9,400,414 16,015,117 3,550,786 19,565,903

その他の項目 

  減価償却費 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額 

91,253

234,366

58,928

133,873

54,318

23,981

204,501

392,221

64,820

132,809

269,321

525,031

(注) １．セグメント利益の調整額△27,197千円には、セグメント間取引消去10,302千円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△37,499千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産の調整額3,550,786千円には、全社資産10,032,356千円及びセグメント間取引消去等△6,481,570千

円が含まれております。全社資産は、主に当社の現金預金、投資有価証券等であります。なお、全社資産に含ま

れる有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費等は、各報告セグメントに配分しております。 
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当連結会計年度（自 平成28年10月1日 至 平成29年9月30日）                 （単位：千円） 

 

報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額(注)２
建設事業 

エンジニアリ
ング事業 

開発事業等 計 

売上高 

外部顧客に対する売上高 

 

17,330,901

 

2,025,281

 

2,886,649

 

22,242,832

 

       ―

 

22,242,832

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 ― ― 30,163 30,163 △30,163 ―

計 17,330,901 2,025,281 2,916,812 22,272,995 △30,163 22,242,832

セグメント利益 1,530,480 233,418 249,737 2,013,635 △378,818 1,634,817

セグメント資産 6,005,619 1,083,850 9,117,156 16,206,626 4,194,716 20,401,343

その他の項目 

  減価償却費 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額 

116,539

118,790

66,149

107,822

44,137

―

226,826

226,613

98,455

132,731

325,282

359,344

(注) １．セグメント利益の調整額△378,818千円には、セグメント間取引消去11,357千円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△390,175千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産の調整額4,194,716千円には、全社資産11,961,102千円及びセグメント間取引消去等△7,766,385千

円が含まれております。全社資産は、主に当社の現金預金、投資有価証券等であります。なお、全社資産に含ま

れる有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費等は、各報告セグメントに配分しております。 
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（1 株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

（自 平成 27 年 10 月 1 日 

  至 平成 28 年 9 月 30 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 28 年 10 月 1 日 

  至 平成 29 年 9 月 30 日） 

1 株当たり純資産額 593.16 円

1 株当たり当期純利益金額 45.31 円

1 株当たり純資産額 674.96 円

1 株当たり当期純利益金額 70.20 円

（注）  1．潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

     2．信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）によって設定される従持信託が所有する当社株式について

は、連結財務諸表において自己株式として認識しているため、当連結会計年度の「普通株式の期中平均株式数」は、

当該株式数を控除して算定しております。 

     3．1 株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前連結会計年度 

（自 平成 27 年 10 月 1 日 

  至 平成 28 年 9 月 30 日）

当連結会計年度 

（自 平成 28 年 10 月 1 日 

  至 平成 29 年 9 月 30 日）

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 868,858 1,328,299 

普通株式に帰属しない金額 （千円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

当期純利益 （千円） 

 

868,858 

 

1,328,299 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 19,176 18,921 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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当社単独の状況は以下のとおりです。

①受注工事高

金額（百万円） 構成比(%) 金額（百万円） 構成比(%) 金額（百万円）

建　築 16,729 81.0 15,772 81.1 △ 957

土　木 1,854 9.0 1,554 8.0 △ 300

1,863 9.0 1,841 9.5 △ 22

20,447 99.0 19,168 98.6 △ 1,279

214 1.0 274 1.4 60

20,661 100.0 19,442 100.0 △ 1,219

②完成工事高

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円）

建　築 12,822 75.8 15,454 78.7 2,632

土　木 1,908 11.2 1,876 9.6 △ 32

1,981 11.7 2,025 10.3 44

16,711 98.7 19,356 98.6 2,645

214 1.3 274 1.4 60

16,926 100.0 19,631 100.0 2,705

③繰越工事高

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円）

建　築 10,901 81.6 11,219 85.2 318

土　木 1,142 8.5 820 6.2 △ 322

1,316 9.9 1,132 8.6 △ 184

13,360 100.0 13,172 100.0 △ 188

― ― ― ― ―

13,360 100.0 13,172 100.0 △ 188

建
設

エンジニアリング

小　計

開発事業等

計

（注）1.百万円未満は、切捨てて表示しております。
　　　2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

前事業年度 当事業年度
対前期比較増減(自　平成27年10月1日 (自　平成28年10月1日

 至　平成28年9月30日)  至　平成29年9月30日)

建
設

エンジニアリング

小　計

開発事業等

計

（注）1.百万円未満は、切捨てて表示しております。
　　　2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(自　平成27年10月1日 (自　平成28年10月1日
 至　平成28年9月30日)  至　平成29年9月30日)

小　計

開発事業等

計

（注）1.百万円未満は、切捨てて表示しております。
　　　2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

前事業年度 当事業年度
対前期比較増減

(自　平成27年10月1日 (自　平成28年10月1日
 至　平成28年9月30日)  至　平成29年9月30日)

建
設

エンジニアリング

(1)生産、受注及び販売の状況

4.その他

受注工事高・完成工事高・繰越工事高

前事業年度 当事業年度
対前期比較増減期 別

事業種類

期 別

事業種類

期 別

事業種類
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